
2020年 10月 8日（木） 

 

北海道 MaaS推進研究会 発足説明会 

【開催趣旨】： 

本年 11月に一般社団法人北海道産学官研究フォーラム内に MaaSを北海道内に推進するための組織と

して「北海道 MaaS推進研究会」を設立する運びとなりました。そこで、下記の要領で発足説明会を開

催し、参加される皆様に入会の検討をいただくとともに、今後の活動の方向性について情報交換の場を

持ちます。 

【プログラム】： 

13:30  開会の挨拶 

一般社団法人 北海道産学官研究フォーラム 理事長 三上隆 

 

13:35-14:00 設立趣旨、概要、会則（案）、事業内容についての説明 

一般社団法人 北海道産学官研究フォーラム 副理事長 藤原達也 

14:00  質疑応答 

 

14:10  会長就任 挨拶 

札幌市立大学 学長 中島秀之氏 

 

14:20-14:30 有識者挨拶（一人 3分程度） 

一般財団法人 計量計画研究所 牧村和彦氏（Zoom） 

東京大学大学 院情報理工学系研究科 教授 松原仁氏（Zoom） 

室蘭工業大学 大学院工学研究科もの創造系領域 准教授 有村幹治氏 

 

14:30-14:50 情報交換会 

北海道 MaaS 推進研究会に期待すること等 

 

14:50  事務局より今後の予定について説明 

 

14:55  閉会の挨拶 

一般社団法人 北海道産学官研究フォーラム 副理事長 熊谷勝弘 

 

 

 

【連絡先】：一般社団法人北海道産学官研究フォーラム 担当 藤原達也 

060-0807 札幌市北区北 7条西 5丁目 6-1 ストークマンション札幌 507号 

TEL：011－374－6836 / E-mail：info@h-sangakukan.jp  

Zoom ミーティング ID：964 1870 3143 

パスコード：maas2020 

（現地会場での視聴は各自の機器のスピーカー音量をミュートにご協力下さい） 

資料 PDF のダウンロードは下記アドレスからご利用下さい 

https://h-sangakukan.jp/events/2994 

パスワード：maas2020 

北海道コロナ通知システム 

メールアドレス登録のお願い 

 

 

 

 

 

一般社団法人産学官研究 

フォーラム関連イベント 



【北海道 MaaS（推進）研究会】の概要 

■設立趣旨 

国是である Society5.0の基本理念はサイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度

に融合させたシステムにより、経済発展と社会課題の解決を両立する人間中心の社会を目指すことであ

る。この動きは全産業のデジタル化によるデジタルトランスフォーメーションの動きにもつながってい

る。 

北海道は、急激な人口減少が進み、従来の交通体系を今後どのように持続可能にしていくかが喫緊の課

題となっている。中でもこれまで供給者側の発想で考えられてきた交通システムを利用者側の視点で捉

え、その利便性を追求する MaaS（Mobility as a Service）の世界的な動きは注目に値する。国内におい

ても未来投資戦略 2018 において Society5.0 の実現のためのフラッグシップ・プロジェクトとして MaaS

が位置づけられ、2019 年 4 月より新たなモビリィサービスの社会実装にむけて経済産業省と国土交通省

合同でスマートモビリティチャレンジが開始された。 

所有から利用へのシフトを促進し、町や社会がクルマ中心から公共交通も含めた交通全体のシームレ

スな運用可能な状態に転換することは地域の活性化に繋がる。また移動の利便性が増して国内外の観光

客の増加を見込めるとともに、地域に住む人の QOL の向上に繋がり、生産空間と生活空間の輸送におい

ても自動運転など用途は幅広い。そこで一般社団法人北海道産学官研究フォーラムでは産学官それぞれ

の立場の異なる方々の知見を集めて北海道 Maas（推進）研究会の設立を図る。 

■事業内容・検討内容 

１・MaaSやスマートモビリティに関する各種イベントの開催 

２・産学官の関係者の連携推進と道内の MaaSに関連するプロジェクトの推進 

３・MaaSオペレーター同士や MaaSと交通事業者間のデータ連携の推進 

４・都市型、地方型、生活型、観光型 MaaSの道内外の事例研究と推進 

５・スマートモビリティチャレンジなどの国の施策との連携 

■推進体制 

一般社団法人北海道産学官研究フォーラム内に「北海道 MaaS研究会」の事務局を設置し、幹事会を組織

して道内の MaaS推進に向けた活動を行う。 

■組織体制 

会長、副会長、幹事会、事務局を設置する 

■会員 

組織は会員制として、学術会員と企業会員で構成する。 

一般企業 5万円、一般社団法人北海道産学官研究フォーラム正会員 2万円 

学術会員、官公庁の個人 無料 

■設立時期 

2020年 11月  
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北海道 MaaS 推進研究会 会則（案） 

 

第１章 総則 

〈名称〉 

第１条 本会は、北海道 MaaS 推進研究会という。 

〈事務所〉 

第２条 本会の事務所は北海道産学官研究フォーラム内に置く。 

第２章 目的及び事業 

〈目 的〉 

第３条 本会は、官公庁・自治体・民間企業その他に対して、MaaS に関する理解を深め、

交通システムの所有から利用へのシフトを促進し、町や社会がマイカー中心から公共交通

も含めた交通全体のシームレスな運用可能な状態に転換して地域の活性化に繋げることを

目的とする。 

〈事業内容〉 

第４条 本会は前条の目的を達成するため、次の活動を行う。 

（１）MaaS やスマートモビリティに関する各種イベントの開催。 

（２）産学官の関係者の連携推進と道内の MaaS に関連するプロジェクトの推進。 

（３）MaaS オペレーター同士や MaaS と交通事業者間のデータ連携の推進。 

（４）都市型、地方型、生活型、観光型、物流 MaaS の道内外の事例研究と推進。 

（５）スマートモビリティチャレンジなどの国の施策との連携。 

第３章 会員 

〈会 員〉 

第５条 本会の会員は次の２種とする。 

（１）法人会員 本会の目的に賛同して入会し、本会の事業を推進する団体。 

（２）官学会員 本会の目的に賛同して入会し、本会の事業を推進する官界及び学界の個人、 

団体。 

〈入 会〉 

第６条 入会については、特に条件を定めない 

２ 入会しようとするものは、委員会が定める入会申込書により、事務局に申込むものとし、

正当な理由が無い限り、入会を認めなければならない 

〈年会費〉 

第７条 会員は、委員会において定める年会費を納入しなければならない。 

２ 会費は以下のように定める 

（１）法人会員は年会費を[一口]５万円とする。ただし、一般社団法人北海道産学官フォー

ラムの正会員は[一口]２万円とする。 

（２）官学会員の年会費は無料とする。 
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３ 既納の会費及びその他の拠出金品は、返還しない。 

〈退 会〉 

第８条 会員は、事務局に届け出て任意に退会することができる。 

第４章 役員 

〈役 員〉 

第９条 本会に次の役員を置く。 

（１）会長 

（２）副会長 

（３）幹事 

（４）監査 

（５）顧問 

〈選任等〉 

第 10 条 幹事・監査及び顧問は、幹事会において会員から選出する。 

２ 会長及び副会長は、幹事の互選とする。 

３ 副会長は会長を補佐し、会長が職務を実行できないとき、職務を代行できる。 

〈任期等〉 

第 11 条 役員の任期は 2 年とする。ただし再任を妨げない。 

第５章 幹事会及び事務局 

〈幹事会〉 

第 12 条 本会は事業の運営において実務を執り行うため、必要に応じて幹事会を開催する。 

〈幹 事〉 

第 13 条 幹事は会長が任免する。 

〈構 成〉 

第 14 条 幹事会は、幹事をもって構成する。 

〈機 能〉 

第 15 条 幹事会は、次の事項について議決する。 

（１）会則の変更の起案 

（２）事業計画及び収支予算の起案 

（３）事業報告及び収支決算の起案 

（４）事務局の組織及び運営に関する事項 

（５）その他本会の運営に関する事項 

〈議 決〉 

第 16 条 幹事会の議事は、出席した幹事の１／２以上の賛成をもって決する。 

〈事務局〉 

第 17 条 幹事会は事務を円滑に実行するため、事務局を設置する。 

２ 事務局には、事務局長及び所要の職員を置く。 
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３ 事務局長及び職員は、幹事会の推薦により、会長が任免する。 

４ 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、幹事会にて定める。 

第６章 会計 

〈事業計画及び収支予算〉 

第 18 条 本会の事業計画及びこれに伴う収支予算は、幹事会が作成し、委員会の議決を得

なければならない。 

第 19 条 本会の事業報告及びこれに伴う収支決算は、幹事会が作成し、監査人の監査を受

け、幹事会の議決を経なければならない。 

２ 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。 

〈事業年度〉 

第 20 条 本会の事業年度は、毎年 4 月 1 日に始まり翌年 3 月 31 日に終わる。 

第７章 会則の変更 

第 21 条 本会が会則を変更しようとするときは、幹事会の議決を得なければならない。 

 



 

一般社団法人北海道産学官研究フォーラム 

北海道 MaaS推進研究会 入会申し込み書 

      北海道 MaaS推進研究会の趣旨に賛同し、入会を申し込みます。 

 

     お申し込み日    令和     年    月    日 

 

団体名                                                                        

 

団体住所   〒                       

 

 

 

電話番号                 （        ）                                         

  

 

Ｅ mail （担当者）                                                            

 

団体ホームページ                                                               

 

担当者       部署            役職名            氏名                 

 

 

                                         

 ■年会費  一般 5万円   

一般社団法人北海道産学官研究フォーラム正会員は 2万円 

   学界、官界の個人は無料 

 （2020年度は年会費を半額免除する） 

■送付先   

〒060-0807  札幌市北区北 7条西 5丁目 6-1 ストークマンション札幌 507号室  

   一般社団法人北海道産学官研究フォーラム 事務局（担当 藤原） 

    TEL  011（374）6836  E-mail：info@h-sangakukan.jp 

    FAX  011（299）5070 

※用紙を印刷、FAX、word ファイル送付のお申し込みの場合は、事務処理上の都合から入会

手続きに大幅にお時間をいただきますことをご了承下さい。Webフォームからの 

お申込みをご利用下さい https://h-sangakukan.jp/maas-admission 

https://h-sangakukan.jp/maas-admission
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「北海道 MaaS推進研究会」の設立にあたって 

公立大学法人札幌市立大学理事長・学長 中島秀之氏インタビュー 

「北海道という地域性と MaaS推進による課題解決に向けて」 

インタビュアー 一般社団法人北海道産学官研究フォーラム副理事長 藤原達也 

（収録日：2020 年 7 月 7 日 札幌市立大学 学長室にて） 

 

何故、今 MaaSが必要なのか 

藤原：現在新型コロナウィルス

の災禍の中で公共交通において

も大きな旅客の減少が続く中、

何故今 MaaS について考えるべ

きかについてお話を伺います。 

中島：インターネットとの対比

で考えているのですが、AMAZON

とか Googleなど 

インターネットは世界中の情報

に即時にアクセスできるという

インフラです。それで、情報面

はすごく便利になったのですが、

人流や物流面がそれに着いてい

っていないのです。その意味で

人とかモノの流れのインターネ

ット、それが MaaSだと思ってい

ます。その意味でモビリティを

提供するインフラだと思います。

モビリティ自体は目的ではない

と思います。インターネットが

そうでありますが、何か目的が

あった時にそれを満たしてくれ

る手段がインターネットですが、

MaaSも同じで、移動が必要とな

った時にそれを提供してくれる

ものだと思っています。 

藤原：これまでの産業構造では、

特にクルマを中心として大量生

産して需要に答えていくという

構造だったわけですが、移動の

手段として効率化を考えるとこ

れまでの産業構造も変わって行

かざるを得ないということでし

ょうか。 

中島：モノからコトへというキ

ーワードもありますが、産業全

般に亘って変化してきていると

思います。モノを売るのでなく

て、必要に応じて如何にシェア

して使うかになってきています。

何を所有しているかではなくて、

いつ使うかということですよね。

コマツが最初に始めたと思うの

ですが、自分のところの重機を

売らないで、レンタルで一極集

中管理して全世界の状況がわか

るようにしました。トヨタなど

が割と先に言い始めていますが、

クルマを売るのではなくてモビ

リティを売っていくということ

です。そう見た時に当然スポー

ツカーとか、一部のマニアのた

めの自動車は残ると思いますが、

今のプライベートカーといいま

すか、自動車の形ではなくなっ

てくるだろうと思います。基本

的に乗り合いを前提とした車両

の形になってくるように思いま

す。 

藤原：個人が所有するというこ

とから、移動する手段としてシ

ェアするということもトレンド

として MaaS の考えになってき

ているということでしょうか。

そう考えるとこれまでの経済成

長至上主義ではなくなると考え

て良いでしょうか。 

中島：私は経済成長や企業の利

益を追求するという考えには馴

染めないのですよ。企業の目的

が利潤の追求という考えは間違

っていると思います。株式会社

は手段として株を発行して、儲

からないと投資してくれないか

ら利潤の追求ということになる

のですが、それは目的ではあり

ません。企業の定款には利潤追

求とは書いていないと思います。

その定款に書いてある本来の目

的を社会全体として見据えて、

考え直せば、経済が成長する必

要は必ずしもないと思います。 

藤原：そこで、出てくるのが

SDGs のような持続可能な発展

という考え方ですね。その意味

で交通も持続可能な交通を考え

た方が良いということですね。 

中島：利潤の最大化をしてしま

うと本末転倒になってシェアリ

ングはまずいという議論になっ

てしまいます。 

藤原：地球全体を見ても、地球

温暖化の影響で持続可能性を考

えざるを得ない状況になってき

ています。また一方で便利な社

会にするために AI の活用が重

要であるという声も聞かれます。 

中島：最近、シンギュラリティ

という言葉に対して、間違った

考えを言う人もいます。過剰な

恐怖を煽ることによって、販売

部数を増やそうということかも

しれませんが、私は AIは道具だ

と思っています。核エネルギー
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が電力の供給に使用出来ると同

時に破壊兵器になることも、そ

うなのですが科学技術の発展は

使う人間によって両刃の剣にな

ることも事実です。 

 

利便性を上げるための AIの活

用 

藤原：交通の話に戻ると道具と

しての AI を交通の利便性を上

げるために如何に活用するかと

いうのが。大きなテーマになり

ます。 

中島：AIといわなくても、コン

ピュータシステムでいいと思い

ますが、コンピュータは最適化

というのは得意です。巡回セー

ルスマン問題など最適解を求め

るのは大変ですが、疑似最適ま

では比較的容易です。 

藤原：現在「未来シェア」とい

う会社の会長でもあり、これま

で MaaS に取り組んで来られた

と思うのですが、これまでの振

り返って如何ですか。 

中島：これまで使ってくれてい

る方々が SAVS というシステム

をいい使い方をしてくれて、例

えば福祉 Mover なども前橋、高

崎などの事例もありますが、こ

うした使い方を伸ばして行きた

いと思います。ところが推進し

て行こうとするとタクシー会社

が反対するとか、既存の業界の

方々からの抵抗に会うこともあ

ります。前橋市でも最初はやる

と言っていたのですが、タクシ

ー会社の反対で取り下げて 2 年

くらい経ってようやく導入しま

した。MaaSをやっていて感じる

ことは、利便性があればそれで

使ってくれるわけではないとい

うことです。また各地方にある

運輸局は既存の業界にどうして

も配慮するので、利用者の目線

で中々全体を包括的に見ること

が難しいということがわかって

来ました。 

藤原：特に今、コロナの影響で

既存の業界が影響を受けてしま

ったと思います。その意味で、

現状では利用者の利便性を考え

るということよりも、事業の存

続ということに意識が行ってし

まうと思うのですが、その点は

如何でしょうか。 

中島：既存のタクシー業界など

は、どうしてもお客を増やそう

ということよりも囲いこんでし

まおうとしていまいます。今の

顧客を維持しようとするのです

が、MaaSを推進する目的は、マ

イカーを減らそうとしているの

で、いずれ利用者は増えていく

と思います。その意味で、タク

シー業界にとっては、決して敵

ではないと思うのですが、その

点を中々理解いただけません。 

藤原：長期的な視点で見れば、

タクシー業界にとっても追い風

となるはずなのですが、今囲い

込んでいる顧客を奪われたくな

いという心理が働くようですね。 

中島；利益を維持したままで、

如何に転換できるかという視点

で考えていただきたいのですが、

現状維持と言われるとどうしよ

うもないのです。タクシー会社

やバス会社の維持とはいうもの

の、地方では破綻しつつありま

す。タクシー会社やバス会社は

潰れる、運転手は足りないとい

う問題が起きています。本当は

効率化しないと維持できないと

いう状況で、一部の地域ではわ

かっていて、新しいモビリティ

に移行しようとしている自治体

もいくつかあるので、その流れ

は止められないと思います。 

持続可能な交通システムとは 

藤原：今ニュー資本主義という

考えがあって、社会課題の解決

図 1 左:一般社団法人北海道産学官研究フォーラム 藤原 達也 右:

公立大学法人札幌市立大学理事長・学長 中島 秀之 氏 
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のために企業は貢献すべきであ

るという価値観も広がって来て

いるように思います。 

中島：昔の狩猟民族はゾウを狩

る時に、一人ではゾウを狩るこ

とは出来ないので皆で協力して

ゾウを倒すことによって部落全

体が生き残れたという話があり

ます。全員がゾウを狩るぞとい

う同意ができれば、うまくいく

のですがそこで、誰か裏切る者

が出てきたり、同意が得られな

いと結局ゾウは倒せません。経

済も同様だという考えです。 

藤原：私も最近読んだハーバー

ドビジネスレビューの中で見た

記事の中で、「コレクティブ・イ

ンパクト」という用語があって、

社会課題の解決のために異なる

セクターの方々が一つの目的の

ために集まって議論を重ねて、

最終的に合意した内容を継続的

に過程を見守りながら、課題解

決に向かって行く手法が書かれ

ています。交通に関しても、そ

れぞれ異なるセクターの方々が

利用者の利便性も加味して、全

体最適を起こしていくことで、

社会全体に課題可決と自社の利

益の一致点を見出すことで、

MaaS の目指す方向性が見えて

くるのではと考えています。 

 

中島：経済も人の信頼や、信用

の上に成り立っているわけです

が、MaaSも同じで、如何に信頼

される仕組みができるかが重要

ですね。そこを信用できないと

移行しないと思います。その意

味で、今のお客だけ見るのでは

なく、近未来の移動についてゾ

ウの例えで言えば、より大きな

マーケットがあることがわかれ

ば、進んでいくのではと思いま

す。我々が今構築しようとして

いるシステムは将来的には、今

よりも移動が増えて、そこに関

わる方々も利益をあげられると

思うのですが、一瞬全体最適を

考えると運賃が下がるというこ

とも出てくるわけです。そこを

乗り越えられるかという話にな

ってきます。今、タクシーのシ

ェアリングでも、相乗りタクシ

ーというのをやろうとしていて、

前提となっているのは個々の運

転手の収入が減らないこととい

うのが大前提になっています。

それでは進まないので、一瞬は

下がってもそこは国が補填する

とか、そのような方向に考えて

いかないと駄目だと思います。 

藤原：ある方向に国も自治体も

行こうというビジョンがあって、

そこに行こうとする業者には補

助金も出すということが必要だ

と思います。 

中島；自治体なども、そのよう

なビジョンを描けるところは変

わって行けるのです。まず自治

体単位で、そのような動きが出

て来ていると思います。例えば

札幌市でもバス会社に補助金を

出しているわけですね。それを

現状維持だけでなく、もう少し

前向きの投資に繋がるようにす

れば良いのです。 

藤原：日本が他の先進諸国と比

較してデジタル化が遅れてきた

要因は、推進する側に対して現

状維持を主張する抵抗勢力があ

って、効率化によって現在の利

益が損なわれることを恐れて反

対するという構図が見えてきま

す。ただコロナ禍でデジタルト

ランスフォーメーション（DX)化

の流れは加速しており、あらゆ

る業界に浸透してきているよう

も思えます。 

中島：今皆、そう言っているの

図 2 （昨年 12 月 13 日に北大学術交流会館にて開催された交通イノ

ベーションシンポジウムで講演される中島学長） 
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ですが、実際解らなければなら

ないのは、今まで出来たのに何

故やらなかったのということな

のです。在宅ワークなどは、こ

れまでも技術的に出来たのにし

て来なかったわけです。わかっ

たのはコロナウィルスのおかげ

かも知れないけれど、実はその

企業はもっと前にそれをやって

いなければならなかったはずな

のです。何故これまでやらなか

ったのかという反省をしてほし

いと思います。想像するに会社

の重役クラスが会社というのは

出勤するのが当たり前だという

考えが強かったように思います。 

藤原：その意味で、国や自治体、

企業のトップが ICT や AI のリ

テラシーをもっと持っていない

とグローバルな戦いに生き残っ

ていけないということでしょう

か。 

中島：アンケートとか取ると明

らかなのですが、例えばアメリ

カでは AI リテラシーのある企

業のトップは 5 割を越えていま

す。日本は 1 割強くらいしかい

あののです。ただ民主主義とい

うのは基本的に投票になります。

世の中の 8 割の人は現状維持な

のです。2 割が 8 割を壊してい

るのですが、投票すると 2 割の

方は負けるのです。 

藤原：そこは 2 割の人が 8 割の

人をどう動かすかを考えなけれ

ば、ならないということですね。 

中島：ただ民主主義はまだ日本

に根づいていないのです。明治

時代に入ってきて借り物なので

すね。アメリカなどの場合、そ

の点をうまくやっています。 

北海道における MaaSの展開に

ついて 

藤原：最後に北海道について考

えます。北海道は札幌以外の地

域は中核都市も離れていて、都

市間の距離が長いという特色が

あります。都市間はコミュータ

航空や JR やバスに頼るしかな

いわけですが、北海道版の MaaS

を考える上でどのような点が

MaaS が生かされると思われま

すか。 

中島：都市間というのは大型バ

スや鉄道のような大量輸送の手

段がいいわけです。MaaSは都市

の中で使っていくわけですが、

今 JR がどんどん廃線になって

いて、自家用車に負けていると

いうことですが、駅までと駅か

らという手段を MaaS で提供す

れば鉄道を使おうとする人はた

くさんいると思います。その連

携が全然出来ていないのです。

結局連携することに対して客の

取り合いになって、敢えて連携

しないようにしているように思

います。つまり JRはバス会社を

競争相手だと思っています。例

えば東京モノレールというのは

JR と別会社だったわけですが、

以前は京浜東北線の快速は止ま

らなかったのです。ある時 JRが、

東京モノレールを買収して JR

になった途端に止めはじめまし

た。同じことで、北海道の JRも

乗客の利便性を考えて連携を考

えないと駄目だと思います。 

藤原：今回北海道エアポートが

出来て、7 空港の連結というこ

とを考えていると思います。そ

こで、MaaSを考えてりと思うの

ですが、その点は如何ですか。 

中島：明らかにあると思います。

ただ現在例えば、函館空港など

を見ても飛行機のダイヤと空港

バスが連携していません。そう

いうことも含めて空港までの足

と、飛行機はもっと連携してい

かないといけないと思います。 

藤原：これまでの議論で出てき

たように今回「北海道 MaaS推進

研究会」を作ろうとしているの

は、個々の企業の利益を越えた

利用者目線を第一に考えた新し

い交通システムの構築です。 

中島；今はチャンスだと思いま

す。北海道という単位で、飛行

機、JR、バス、タクシーなど全

部合わせた最適化を行うチャン

スだと思います。 

藤原：あらゆる交通機関がどう

やったら、お互いのメリットを

考えながら顧客目線で最適化出

来るのか。シームレスな交通に

出来るのかを考えたいと思いま

す。本日はありがとうございま

した。 



 

アーバン MaaS 

（札幌市などの中核都市） 

ルーラル MaaS 

（当別町、上士幌町等の周辺自治体、過

疎自治体） 

北海道における MaaS推進の施策について 

観光 MaaS 

（インバウンド、 

 国内向け） 

生活 MaaS 

（通勤、買物） 

交通事業者（公共交通、民間事業者） 

JR北海道、航空会社、バス事業者、タクシー、 

レンタカー、レンタサイクル、駐車場、 

カーシェア 

 

インフラ管理 

北海道開発局（道の駅等）、北海道エアポート 

ネクスコ東日本、ITS 

CASE革命 

トヨタを始めとした国内、自動

車産業、段階的自動運転 

（ハイブリッド） 

ICT・AI関連企業 

アプリ開発、プラットフォー

ム構想、データの吸い上げと

利活用 

 

 

観光事業者 

自治体関係者 

物流 MaaS 



■参考資料 

１・スマートモビリティチャレンジ 

①スマートモビリティチャレンジとは 

経済産業省と国土交通省では、将来の自動運転社会の実現を見据え、新たなモビリティサ

ービスの社会実装を通じた移動課題の解決及び地域活性化を目指し、地域と企業の協働に

よる意欲的な挑戦を促す新プロジェクト「スマートモビリティチャレンジ」を開始します。

地域や企業等が幅広く参加する協議会を立ち上げ、具体的なニーズやソリューションに関

する情報共有を促すとともに、先進的な取組を進める地域において事業性分析等を実施し、 

ベストプラクティスの抽出や横断的課題の整理等を進めます。 

具体的には、「スマートモビリティチャレンジ推進協議会」を立ち上げ、地域毎にシンポ

ジウムを開催するなど、地域や企業等の取組に関する情報共有を促進し、ネットワーキング

を進めます。また、先駆的取組に挑戦する「パイロット地域」に対する事業計画策定や効果

分析等の支援を実施します。なお、国土交通省では「スマートモビリティチャレンジ」とも

連携し、「新モビリティサービス推進事業」を実施します。全国各地の MaaS等新たなモビリ

ティサービスの実証実験を支援し、地域の交通サービスの課題解決に向けたモデル構築を

行います。 

https://www.mobilitychallenge.go.jp/aboutsmc 

②スマートモビリティチャレンジ全国参加自治体 

 

https://www.mobilitychallenge.go.jp/aboutsmc


③パイロット地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２・国土交通省新モビリティサービス推進事業 

国土交通省新モビリティサービス推進事業 先行モデル事業 

https://www.mlit.go.jp/report/press/sogo12_hh_000150.html 

国土交通省は、MaaS 等新たなモビリティサービスの推進を支援する「新モビリティサービ

ス推進事業」について、有識者委員会の審議を経て、公募５１事業から、事業の熟度が高く、

全国の牽引役となる先駆的な取組を行う「先行モデル事業」を１９事業選定しました。 

 

 

https://www.mlit.go.jp/report/press/sogo12_hh_000150.html


北海道MaaS推進研究会の
設立について

2020年10月8日（木）

一般社団法人北海道産学官研究フォーラム

副理事長 藤原 達也



新たな社会“Society5.0”の到来

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会
（Society 2.0）、工業社会（Society 
3.0）、情報社会（Society 4.0）に続
く、新たな社会を指すもので、第５期
科学技術基本計画において我が国が目
指すべき未来社会の姿として初めて提
唱されました。

Society 5.0では、フィジカル
空間のセンサーからの膨大な
情報がサイバー空間に集積さ
れます。サイバー空間では、
このビッグデータを人工知能
（AI）が解析し、その解析結
果がフィジカル空間の人間に
様々な形でフィードバックさ
れます。

（内閣府の科学技術政策）

https://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/index5.html


1995
阪神淡路大震災

2011
東日本大震災

2018
みちびき
4機体制で運用開始

・1998北海道GIS・GPS研究会

・2014産学官CIM・GIS研究会

・1991北海道産学官研究フォーラム

・1995建設CALS

・2002GISアクションプログラム

・2007地理空間情報活用推進基本法

・2012CIM
・2016i-Construction

・2004Model-based Design(Autodesk)

・1987Virtual Building（Graphisoft ArchiCAD）

・1970BIM（アメリカ ジョージア工科大学）

・1967GIS（カナダ オンタリオ州オタワ）

・2008サイバーフィールド研究分科会

世界の動き

北海道の動き

日本の動き

・2017一般社団法人へ

・2008NPO法人Digital北海道研究会

・2017北海道ドローン協会
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2017年7月
一般社団法人北海道産学官研究フォーラム設立

理事長 三上 隆氏
（北海道大学名誉教授）

「北海道産学官研究フォーラム」の設立は、平
成3年11月のことでした。
その間、道内の産業界、学界、官界の方々か

ら広く産学官の協力体制作りが支持され、今日
まで多彩な事業活動を展開して来ました。
北海道において「産学官研究フォーラム」を

設立した目的は、ヒト、モノ、カネのあらゆる
面において中央依存傾向の強かった北海道地域
の開発の流れを変えることにありました。道内
における産学官の力を結集して、真の経済自立
を目指していくためには、大きな産業構造の転
換が必要になります。
設立から4半世紀を経過し、第4次産業革命と

言われる技術革新が進む中、これまでの任意団
体から、目的に沿って堅実にアクティブに活動
できる一般社団法人へ組織改編を行うことに致
しました。



一般社団法人北海道産学官研究フォーラム組織図

理事長 三上 隆（北海道大学名誉教授）
副理事長 熊谷 勝弘（世紀東急工業株式会社）
副理事長 藤原 達也（産学官連携コーディネイター）

ｽﾏｰﾄ農業部会防災情報部会 交通部会 観光・ICT部会 環境・エネギー部会

（北大広域複合災害
センター岡田成幸
特任教授）

（北大工学研究院
岸邦宏准教授）

（北大農学研究院
野口 伸教授）

（北大情報科学研究院
山本雅人教授）

（北大北極域センター
齊藤誠一連携推進教授）

産学官CIM・GIS研究会

（会長北大工学研究院
萩原 亨教授）

北海道航空・港湾研究会

（会長 岩倉建設㈱
社長 宮﨑英樹氏）

北海道MaaS推進研究会

（会長 札幌市立大学学長
中島 秀之氏）



関係団体と連携体制

一般社団法人北海道産学官研究
フォーラム

一般社団法人Civilユーザ会

CUG北海道分会

NPO法人 Digital北海道研究会

北海道ドローン協会

産学官CIM・GIS研究会

セミナーの開催

BIM/CIMハンズオン講
習会の実行

GISハンズオン講習会の実行
ドローン講習会の実行
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【設立趣旨】
建設分野では、新規構造物の建設における高効率・高品質化や、老
朽化が進む既設構造物の維持補修管理が求められています。
BIM/CIM技術の導入は、これらの将来需要における建設技術の在り方
を大きく転換する契機となることが予想されます。
このことから、2014年7月3日北海道産学官研究フォーラムでは全国
に先駆け、ICTを活用した建設技術の研究・普及を目的に「産学官
CIM・GIS研究会」を設立するに至りました。

現在の会員 70社
<現スタッフ>（2020年4月より）
アドヴァイザー 三上 隆（北海道大学名誉教授）
顧 問 矢吹 信喜（大阪大学工学研究科教授）
会長 萩原 亨（北海道大学大学院工学研究院教授）
副会長 金井 理（北海道大学大学院情報科学研究科教授）
幹事長 雫石 和利（株式会社ドーコンCIM推進室マネージャー）
副幹事長 河村 巧（岩田地崎建設株式会社執行役員技術部長）
幹事 北見 実敏（伊藤組土建株式会社土木本部技術部長）
幹事 金子 和真（株式会社岩崎企画開発部課長）
幹事 重清 祐之（株式会社シン技術コンサル代表取締役）
幹事 桐木 正美（株式会社タナカコンサルタント執行役員）
幹事 成川 憲司（HRS株式会社情報技術部次長）
監査 赤渕 明寛（㈱ヒューネス取締役会長）
事務局長 藤原 達也((一社)北海道産学官研究フォーラム副理事長)

会長 北海道大学大学院
工学研究院教授 萩原 亨氏

2014年7月 産学官CIM・GIS研究会の設立

前座長 北海道大学大学院
工学研究院教授 横田 弘氏
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関連組織の紹介



仮想空間に現実世界を再現＝サイバー・フィールド

現実世界
(フィジカル空間)

仮想空間
(サイバー空間) GISで分析

台帳管理
補修計画検討
各種シミュレーション

センサー技術
で各種情報を
収集

必要情報を
提供

UAV,LS 
で計測

SfM/MVS,LP
でモデル作成

作成したモデル
モデルの評価・共有
・再活用

IoT,AI・・・

VR,AR,MR
で可視化、操作

情報化施工,
3Dプリンタで実体化

CIM/ i-Construction で実現すること
（CALSの最終目標だった）
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2008年特定非営利活動法人Digital北海道研究会設立

理事長 齊藤誠一氏
北海道大学北極域研究センター
連携推進教授

北海道における地理空間情報の可視化・アーカイブ化を目指す

関連組織の紹介



発足 2017年2月
活動内容
（１）ドローンの普及と安全の啓蒙
（２）ドローンの利活用ための技術講習会
（３）ドローンの利活用技術と寒冷地対応の研究
（４）ドローン練習場の運営

運営体制
会長：酪農学園大学准教授 小川健太氏

幹事企業：岩田地崎建設㈱、㈱ドーコン、㈱シン技術コンサル、㈱岩崎、
㈱フォテク、HELICAM㈱。㈱サンコー、FRSコーポレーション㈱
加盟団体 産学官CIM・GIS研究会、一般社団法人北海道環境保全技術協会、Civilユー
ザー会
特別会員 当別町、地方独立行政法人北海道立総合研究機構
団体会員 77社、個人会員 97名 学術会員 3名
会員募集中
会員資格は、特定非営利活動法人Digital北海道研究会、産学官CIM・GIS研究会、
一般社団法人北海道環境保全技術協会のいずれかに属している必要がある。

2017年北海道ドローン協会の設立

会長：酪農学園大学准教授
小川健太氏

関連組織の紹介



開所式（平成29年5月24日）
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同日、当別町と北海道ドローン協会とで包括連携協定を結ぶ



交通イノベーション・シンポジウムの開催
（2019年12月13日 会場 北大学術交流会館）

2019年12月13日北海道大学学術交流会館にて、100名以上の皆様を迎て北海
道産学官研究フォーラム主催で「交通イノベーション・シンポジウム~MaaS
が北海道の未来をどう変えるのか？」が開催された。基調講演の計量計画研究
所の牧村和彦氏は「モビリティ革命とMaaS」と題して、世界的に進むモビリ
ティ革命の流れと人口減少が進む日本の課題解決と手段としてMaaSへの期待
と今後の展望について語った。

計量計画研究所の牧村理事 パネルディスカッションの様子



GIＳDAY IN はこだて2020  (2020年2月18日）
「未来型AIサービスSAVSによるスマートモビリティ革命」



ほ

北海道におけるMaaS推進の施策について



2020年10月8日 北海道MaaS推進研究会 発足説明会

■事業内容・検討内容
１・MaaSやスマートモビリティに関する各種イベントの開催
２・産学官の関係者の連携推進と道内のMaaSに関連するプロジェクトの推進
３・MaaSオペレーター同士やMaaSと交通事業者間のデータ連携の推進
４・都市型、地方型、生活型、観光型MaaSの道内外の事例研究と推進
５・スマートモビリティチャレンジなどの国の施策との連携



スマートモビリティチャレンジ参加自治体

スマートモビリティチャレンジ参加自治体と支援対象地域



今後の予定

持続可能な北海道の交通体型を目指して

2020年11月24日
「北海道新幹線札幌延伸でつながる
産学官連携交通セミナー」

基調講演
「2030年度の新幹線札幌開業に向けて産学官
で取り組むべきこと」

北海道大学大学院工学研究院
准教授 岸 邦宏氏

（一社）北海道産学官研究フォーラム交通部会長）

2020年11月末～12月
「北海道MaaS推進研究会」
設立記念シンポジウムの開催



最新のMaaS関連の書籍の紹介

2020年7月20日2020年4月13日2020年3月9日




